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ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱 

 

制定日 こ女第 213 号 令和７年６月 13日 

 

（目的） 

第１条 ひとり親世帯の就労及び定着に向けて、就労前に訓練期間を設け、ひとり親雇用に積

極的な複数の企業での職場訓練を経験することで、ひとり親の就労に対する不安軽減及び就

労へのイメージを深めるとともに、ミスマッチ等による就労後の離職の軽減を図ることを目

的として、ひとり親就労チャレンジ事業（以下、「本事業」という。）を実施するものとす

る。 

 

（事業実施に係る関係機関） 

第２条 関係機関は、本事業の実施にあたり次のとおり連携し推進するものとする。 

⑴ 沖縄県 

沖縄県は、本事業の受託者（以下「受託者」という。）、その他関係機関と連携して円

滑に事業が実施できるよう事業を統括するとともに、関係機関との連絡調整等を行う。 

⑵ 受託者 

受託者は、別表に掲げる業務を実施するものとする。 

 

（対象者） 

第３条 本事業の対象者は、次の要件をすべて満たすひとり親家庭の父又は母とする。 

⑴ 沖縄県内に住所を有すること。 

⑵ 次のいずれかに該当するものであること。 

ア 配偶者と死別した者で現に婚姻（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と 

同様の事情にある場合を含む。以下同じ。）をしていないもの 

イ 離婚した者で現に婚姻をしていないもの 

ウ 配偶者の生死が明らかでないもの（警察に行方不明の捜索願を提出している場合に 

限る。） 

エ 婚姻によらないで父又は母となった者で現に婚姻をしていないもの 

 ⑶ 身体的・精神的健康状態について、就労が可能な状態にあるものであること。 

 ⑷ 18歳未満の児童を養育していること。 

 ⑸ 児童扶養手当を受給している又は同等の所得水準であること。 

 ⑹ 本人の生活状況等を踏まえた雇用形態等での安定的な就職とその後の就労定着に意欲の

あるものであること。 

２ 受託者は、対象者を決定する際、官公署が発行した書類の写しや本人からの聴き取り等に

より前項の要件を満たす者であることを確認しなければならない。 

 

（職場訓練の実施） 

第４条 対象者の生活状況等を踏まえた雇用形態での安定的な就職とその後の就労定着のため

に、受入企業において、個々の状況に応じた職場訓練を実施する。 
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（受入企業の登録要件） 

第５条 本事業に参加する受入企業として登録する場合は、次の要件を全て満たすこと。 

 ⑴ 次のイ～ヘのいずれかに該当する、ひとり親の生活状況等を踏まえた雇用形態等での採

用を予定している企業であること。 

イ 短時間勤務制度（所定労働時間を１時間以上短縮） 

ロ 育児のためのテレワーク 

ハ 始業終業時刻の変更（フレックスタイム制、時差出勤制度等） 

ニ 子の養育のための有給休暇（子の養育を容易にするための休暇制度等） 

ホ メンター制度等、対話や助言を行う交流の場の導入 

ヘ 上記のイ～ホ以外で、知事が適当と認めたもの 

⑵ 労働関係法令の違反がなく、対象者との間に締結する雇用契約及び対象者の雇用につい

て労働関係法令及び社会保険諸法令を遵守すること。 

⑶ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２

条第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業、同条第 11項に定め

る特定遊興飲食店営業及び同条第 13項に定める接客業務受託営業でないこと、その他適切

でないと判断される営業でないこと。 

⑷ 対象者の指導員として適当な従業員（以下「訓練担当職員」という。）を配置できるこ

と。 

⑸ 訓練を行うための設備の余裕があること。 

⑹ 作業内容が対象者に適していること。 

⑺ 県内の企業において訓練を行うこと。 

⑻ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７

号）に規定する安全、衛生その他の作業条件が整備されていること。 

 

（職場訓練の実施要件） 

第６条 本事業の職場訓練を受け入れる場合は、県内の企業において対象者との短期直接雇用

を締結して訓練を行うこと。 

 

（受入企業の登録） 

第７条 職場訓練の受入を希望する企業は、対象者受入企業申込書（第１号様式）及び誓約書

（第１－２号様式）を受託者に提出するものとする。 

２ 受託者は、前項の申込書をもとに「対象者受入登録企業名簿」（第１－３号様式）（以下

「登録企業名簿」という）を作成するものとする。 

 

（職場訓練の申込み等） 

第８条 職場訓練への参加を希望する者は、訓練申込書（第２号様式）及び誓約書（第２－２

号様式）を受託者に提出するものとする。 

２ 受託者は、前項の申込書をもとに「訓練申込者名簿」（３号様式）を作成するものとす

る。 
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（マッチング及び紹介） 

第９条 受託者は、第７条第２項の登録企業名簿及び第８条第２項の申込者名簿をもとに、個

別面接、合同就職説明・面接会の参加等、個々の求職者に合わせた効果的な手段によりマッ

チングを行い、適切な就職先又は職場訓練受入企業を紹介するものとする。 

２ 受託者は、対象者が職場訓練を開始した後、訓練先の変更が適当と認めた場合は速やかに

新たな受入企業の開拓とマッチングを行うこと。 

３ 受託者は、受入企業が対象者について助成金の活用を検討している場合は、事前に助成金

センター等への確認を促すこと。 

 

（職場訓練に係る短期雇用契約） 

第 10条 対象者と受入企業との短期雇用契約における賃金及び労働時間等に関しては、労働基

準法及び最低賃金法等の労働関係法令を遵守すること。 

 

（保育支援費） 

第 11条 対象者への職場訓練時における保育支援費については、別で定める実施要領に基づく

ものとする。 

 

（職場訓練に係る委託契約の締結） 

第 12条 受託者は、受入企業と訓練希望者の面接により職場訓練の実施を決定した場合は、受

入企業との間に「ひとり親就労チャレンジ事業委託契約書」（第４号様式）により委託契約

を締結するものとし、受入企業は職場訓練実施計画書（第４－２号様式）、雇用契約書の写

し及び就業規則を受託者に提出するものとする。 

２ 受託者は、委託契約を締結した際、当該契約により対象者となる者に対し、実施決定通知

書（第５号様式）を送付するものとする。 

 

（職場訓練に係る訓練委託料） 

第 13条 職場訓練の委託料の額は、対象者１人につき、週額 50,000 円を上限とし、日額

10,000円に受入企業において職場訓練を実施した日数を乗じた額とする。 

２ 前項に規定する日数は週休２日を基本として、その週の営業日数を限度とした実績の範囲

内とする。 

３ 受託者は、受入企業の誤った請求又は偽りその他不正な申請によって訓練委託料の支給が

行われた場合、受入企業に当該支給されるべき額を超えて支払われた部分の額を返還させる

ものとする。 

４ 対象者が職場訓練を途中辞退した場合、訓練委託料は、請求内容を審査し、適当と認めた

日の属する月で締め、翌月末支給とする。 

 

（協議による委託契約の変更又は解除） 

第 14条 受入企業は、特別の事情により委託契約を変更又は解除しようとする時は、「ひとり

親就労チャレンジ事業委託契約変更（解除）協議書」（第６号様式）を、受託者に提出しな
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ければならない。 

２ 受託者は、前項の協議書を受理した際はその内容を審査し、契約の変更又は解除の諾否を

「ひとり親就労チャレンジ事業委託契約変更（解除）協議通知書」（第７号様式）により受

入企業に通知するものとする。 

 

（協議によらない委託契約の変更又は解除） 

第 15条 受託者は、次の各号のいずれかに該当する時は、委託契約を変更又は解除することが

できる。 

 ⑴ 受入企業が、委託契約締結後の事情の変更により当該委託契約が実施できなくなったと

き。 

⑵ 受入企業が、委託契約の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

⑶ その他、受入企業において職場訓練を実施することが不適当であると認められるとき。 

２ 受託者は、前項の規定により委託契約を変更又は解除するときは、速やかにその旨をひと

り親就労チャレンジ事業委託契約変更（解除）通知書（第８号様式）により受入企業に通知

するものとする。 

３ 受託者は、前条又は本条の規定により委託契約を変更又は解除するときは、速やかにその

旨をひとり親就労チャレンジ事業実施変更（解除）通知書（第９号様式）により対象者に通

知するものとする。 

 

（委託料の返還） 

第 16条 受託者は、前条第１項により委託契約を解除したときは、既に支払った訓練委託料の

全部又は一部の返還を命ずることができる。 

 

（職場訓練期間及び訓練中の勤務時間） 

第 17条 受入企業は、第 14条第２項の通知を受けた対象者に対し職場訓練を実施するものと

し、職場訓練の期間は、原則３週間とする。なお、本事業の目的等を踏まえて、１週間ごと

に異なる受入企業での職場訓練を行えるよう工夫すること。 

ただし、受入企業及び対象者間での合意があった場合には、１つの受入企業で、２週間又

は３週間の職場訓練を行うことも可能とすること。 

２ 職場訓練中の勤務時間は、原則として１日当たり８時間とする。ただし、受入企業におけ

る通常の労働者の勤務時間と同様とする場合は、６時間以上８時間未満の設定を可能とす

る。 

３ 受入企業は、受託者が行う訓練期間中の状況確認等に、対象者及び訓練担当職員を出席さ

せなければならない。 

４ 受託者は、対象者の本事業への参加を証する必要がある場合は、参加証明書（第１０号様

式）により行うものとする。 

 

（名簿の記載等） 

第 18条 受託者は、委託契約締結の際、ひとり親就労チャレンジ事業対象者受入企業名簿（第

１１号様式）及びひとり親就労チャレンジ事業対象者名簿（第１２号様式）を作成するもの
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とする。 

 

（作業状況報告） 

第 19条 受入企業は、訓練終了後の 10日以内に、その対象者にかかる訓練日誌（第１３号様

式）により、受託者に訓練状況を報告するものとする。ただし、報告期限となる日が、土日

祝祭日にあたる場合は、その日前の直近の業務日までとする。 

 

（事故の処理） 

第 20条 事故が発生した場合は、原則として、職場訓練については第 12条の雇用契約に基づ

き対象者及び受入企業で処理するものとする。 

２ 受入企業は、職場訓練の実施中に事故が発生した場合は、速やかに受託者へ連絡するとと

もに、その状況をひとり親就労チャレンジ事業事故報告書（第１４号様式）により受託者に

報告しなければならない。 

３ 受入企業より事故の発生に関する連絡を受けた場合には、受託者は速やかに県へ連絡を行

うとともに、事実の確認を行う。また、前項の報告書の提出があった場合や新たな事実が判

明した場合は、当該報告書及び事実確認の状況について県へ遅滞なく報告等を行う。 

 

（状況報告及び調査） 

第 21条 県及び受託者は、職場訓練の適切な実施を確保するために必要があると認めるとき

は、職場訓練の実施の状況に関し受入企業から報告を求め、又は関係職員をして調査させる

ことができる。 

 

（実績報告書等の提出） 

第 22条 受入企業は、職場訓練が終了したときは、その日から１０日以内に、ひとり親就労チ

ャレンジ事業実績報告書及び委託料請求書（第１５号様式）並びに訓練期間に係る賃金台帳

を受託者に提出しなければならない。 

２ 受託者は、前項の実績報告書等の内容を審査し適当と認めたときは、受入企業に対し職場

訓練終了月締め翌月末日に委託料を支給するものとする。ただし、翌月末日が土日祝祭日に

あたる場合は、その日前の直前の業務日とする。 

 

（その他） 

第 23条 この要綱に定めるもののほか、本事業の実施に際し疑義が生じた場合は、その都度、

沖縄県と協議の上、定めるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和７年６月 13日から施行する。 
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別表 

   

１ 本事業実施に係るひとり親及び企業等への事前周知・広報に関すること。 

２ 本事業への参加を希望するひとり親の募集、選考に関すること。 

３ 本事業におけるひとり親の生活状況等を踏まえた雇用形態等での採用の予定があり、職場

訓練の受入が可能な企業等の開拓とマッチングに関すること。 

４ 職場訓練の実施に関すること。 

５ 対象者への相談支援時等の託児支援に関すること。 

６ 職場訓練実施に係る受入企業との調整（訓練後の安定的な雇用形態による継続雇用に向け

た調整を含む）、進捗管理、その他の職場訓練実施に関すること。 

７ 対象者及び未就職訓練修了生の就職支援に関すること。 

８ 訓練終了後の対象者及び受入企業へのアンケート実施に関すること。 

９ 対象者への保育支援費及び訓練受入企業への訓練委託料等の支払いに関すること。 

10 職場訓練中に事故が起こった場合の対応に関すること（傷害保険へ加入すること）。 

11 その他、事業目的に沿った効果的なひとり親の就労に関する支援業務に関すること。 

 



第1号様式(第7条関係)

令和　　年　　月　　日

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

所在地 〒

名　称

代表者 　　印

電話番号

(　　　　　　)　※下記より番号を選択願います。 受入企業番号：

　　　 年   　　　　  月頃から

人　

役職

氏名

（給与） 　時給・その他　　　　　　円　（～　　　　　　　　円）　

（手当）

駐車場料金 本人負担　

※企業等所在地の略図を添付すること。

※企業等の名称等の記載については、記名押印又は署名のいずれかによること。

※「受託希望時期・人数」「訓練の職種・内容」欄が不足の場合等は、任意の様式で別添とすることも可。

※企業の業種を下記から選択してください。

①農業・林業  ②漁業  ③鉱業  ④建設  ⑤製造業  ⑥電気・ガス・水道 ⑦情報通信 ⑧運輸・郵便業

⑨卸・小売業 ⑩金融・保険業 ⑪不動産・物品賃貸業 ⑫学術研究、専門、技術サービス業 ⑬宿泊・飲食サービス業

⑭生活関連・娯楽 ⑮教育、学習支援業 ⑯医療・福祉 ⑰複合サービス ⑱サービス業 ⑲その他(　　　　)

ひとり親の採用時に重視している
こと、求める人材像

また、ひとり親の生活状況等を踏
まえた柔軟な就業上の工夫

通所手段(マイカー)

担当者所属 (部署)

ひとり親就労チャレンジ事業訓練生受入企業申込書

企業の概要

事業内容

主な勤務地

従業員数

　ひとり親就労チャレンジ事業受入企業として登録したいので、本事業実施要綱第７条第１項の規定に
基づき申し込みます。

　男   　　　 人、　女   　　　 人、　　計   　　　  人

業    種

事業開始時期

有　（          円）　・　　無

 訓練日
（特例事業場該当：　　　　　　）

 休日 　　　

　内容:

　TEL 　 　  (　   　　)

　FAX   　　 (　   　　) 

 訓練時間
（特例事業場該当：　　　　　　）

可  　・  不可 

主として指導する者

　　訓練日 / 休日
※特例事業場の場合は訓練を含む
所定労働日も記入すること

　　週の訓練時間 / 休憩時間
※特例事業場の場合は訓練を含む
所定労働時間も記入すること

訓練の職種・内容

　職種:

休憩時間  

担当者氏名

訓練期間の給与・手当

訓
練
内
容

 R　　　　/　　　　/ 　　　　～ R　　　　/ 　　　　/受託希望時期・人数

※訓練日は1日8時間、１週間あたり、勤務日数５日を基本にそのその週の営業日を上限とし、３週間（最大15日）を超えないものとするこ
と。



支店名

支店番号

金融機関の名称

預金の種類

口座番号

フ リ ガナ

口座名義

訓練委託料振込み先　申請書

受取口座記入欄

普通（総合） ・ 当座 ・ その他（　　　　　　）



第1-2号様式（第7条関係）

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

1．

2．

3．

4． 訓練を行うための設備の余裕があること。

5．

6．

7．

反社会的勢力排除

令和　　　　年　　　　月　　　　日

所在地 〒

名　称

代表者 印

ひとり親就労チャレンジ事業 訓練生受入企業等　誓約書

記

　　　　　　　　　　は、ひとり親就労チャレンジ事業に受入企業等として参加するにあた
り、下記事項を遵守することを誓います。

県内で訓練を行うこと。

以上

訓練の指導員として適当な従業員がいること。

作業内容が訓練生に適していること。

風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条
第１項に定める風俗営業、同条第５項に定める性風俗関連特殊営業、同条第11項に定める
特定遊興飲食店営業及び同条第13項に定める接客業務受託営業でないこと、その他適切で
ないと判断される営業でないこと。

労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）
に規定する安全、衛生その他の作業条件が整備されていること。

　　　　　　　　　　　は、下記事項のいずれにも該当する者ではない。また、将来においても該当すること
はありません。この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになって
も、異議は一切申し立てません。また、県が必要と判断した場合には、沖縄県警察本部に照会することについ
て承諾します。
（１）法人等の（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員
又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事
等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防
止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員
（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）である。
（２）役員等が、自己、自社、若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもっ
て、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている。
（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的あるいは
積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している。
（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている。
（５）役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している。

対象者の雇用について、労働・社会保険諸法令を遵守すること。



第1-3号様式(第7条関係)

ひとり親就労チャレンジ事業  訓練生受入企登録企業名簿

申込日 決定日 企業名 住所 TEL FAX 事業主名 担当者名 男性従業員数 女性従業員数 従業員数合計 訓練希望者数 訓練開始希望時期 訓練終了希望時期 事業内容 訓練職種 訓練内容

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50



第2号様式(第8条関係)

令和　　年　　月　　日

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

訓練生番号：

生年月日
〒 ※アパート、マンション等の集合住宅の場合は「建物名」・「部屋番号」を記入

E-mailｱﾄﾞﾚｽ ＠

携帯ｱﾄﾞﾚｽ ＠

第1希望

第2希望

第3希望

世帯主（続柄）                (   ) 歳　　か月 男　・　女

子ども 名 歳　　か月 男　・　女

※お子さんの年齢、性別を右の欄にお書きください。 歳　　か月 男　・　女

相談時等の
託児支援
の希望

□ 希望する □ 希望しない

託児の際気を
つけてほしい

こと

（例）食品アレルギーがある（卵、牛乳）、健康状態等

※ 氏名の記載については、記名押印又は署名のいずれかによること。

※ 記載した個人情報については、事業運営以外に一切使用しません。

家族構成

性別

ひとり親就労チャレンジ事業訓練申込書

　ひとり親就労チャレンジ事業の訓練を希望しますので、ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱第８条第１項の規定に基づき
申し込みます。

ふ  　り 　が 　 な

申込者の氏名

　昭和 ・ 平成　　　　年　　　月　　　日生（　　　歳）

職種(　　　　　)

内容:

勤務条件等：

 男 　・ 　 女

電話番号

現住所

職種(　　　　　)

内容:

勤務条件等：

　　年　　月～　　年　　月

携帯番号

職歴・訓練等
(過去3年のも
のについて新
しいものから
記入するこ

と)

企業名

　　年　　月～　　年　　月

希望する訓練の職種・
内容・勤務条件等

(具体的に)

職種(　　　　　)

内容:

勤務条件等：

仕事内容

□その他
（
）

□保育所利用中
（　認可 ・無認可 ）
□家族・親族に預ける

添付書類

□　支援希望者に係る世帯全員の住民票（謄本）※続柄記載あり
□　児童扶養手当証書の写し又は母子及び父子家庭等医療費助成受給者証の写し
□　戸籍謄本又は抄本
□　（児童扶養手当を受給していない場合の追加資料）
      所得課税証明書等の所得の確認に必要な書類

　　

　　年　　月～　　年　　月

　　年　　月～　　年　　月

期 間 退職理由



第2-2号様式(第8条関係)

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

 はい いいえ

1． □ □

2． □ □

3． □ □

4． □ □

5． □ □

6． □ □

7． □ □

以上

　令和　　　　年　　　　月　　　　日

住所　〒

氏名

　訓練期間中において、他の訓練生、訓練先企業の関係者等へ特定の
政党、宗教、団体、商品等の勧誘を行いません。

　職場訓練は、受入企業と短期雇用契約を締結した上で実施されるこ
とを確認しました。

　職場訓練後は、受入企業への雇い入れを希望します。

　現在、高校、大学、専門学校等の教育機関に在籍しておりません。
　（定時制・通信制課程の学生は除く）

　職場訓練については、訓練先の企業と雇用契約を結ぶため、職場訓
練開始にあたり雇用保険に係る手続きが必要な場合は、その手続を行
います。

誓　　約　　書

　私は、ひとり親就労チャレンジ事業（以下「本事業」とする。）に参加するにあた
り、下記事項を遵守することを誓います。

　ハローワークからの雇用保険給付照会や本事業事務局からの就業状
況照会等に応じます。

　本事業での訓練期間中は、一切の就労（アルバイトを含む）をいた
しません。



第３号様式(第8条関係)

ひとり親就労チャレンジ事業　訓練申込者名簿

申込日 決定日 氏名 住所 性別 生年月日 TEL 携帯電話 希望職種１ 訓練内容１ 希望職種２ 訓練内容２ 希望職種３ 訓練内容３ 備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40



第4号様式(第12条関係)　

第1条

第2条

第3条

第4条

第5条

第6条

第7条

第8条

令和　　　  年　　　月　　　日

甲

乙 所在地

名　称

代表者

　職場訓練の期間は、令和　　年   月   日から令和   年    月   日までと
する。

ひとり親就労チャレンジ事業委託契約書

　ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱第12条１項に基づき、ひとり親就労チャレン
ジ事業受託者を甲とし、委託企業を乙とし次のとおり締結する。

　甲は、　　　　　　　　　　　について職場訓練を乙に委託する。

　職場訓練の内容は、　　　　　　　　　　　　とする。

　甲は、乙に対し委託料として訓練生1人につき日額10,000円（週額上限
50,000円）を職場訓練終了後に支給する。
　委託料は、１週間あたり、勤務日数５日を基本にその月の営業日を上限と
し、３週間（最大15日間）を上限として支給する。その際、委託料にかかる消
費税及び振込手数料は甲の負担とする。

　乙は、次に掲げる事項を守らなければならない。

(1)職場訓練の安全及び衛生に十分注意すること。

(2)訓練事業を他の事業主に委ねないこと。

　訓練中に事故が発生した場合はその経緯等も含め甲へ報告すること。また、
労働災害については、労働基準法及び労働安全衛生法の定めに従うこと。

　乙は、ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱(以下「要綱」という。)及びこ
の契約に定めるところに従い誠実にこの事業を行うものとする。

要綱及びこの契約に定めない事項について疑義が生じたときは、甲・乙協議の
うえ決定するものとする。

　本契約を証するため契約書を2通作成し、甲・乙記名押印のうえ、各自1通を所持す
るものとする。

所在地
ひとり親就労チャレンジ事業
代表者



第4-2号様式(第12条関係)

令和　　年　　月　　日

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

企業所在地 〒

企業名

事業主氏名 　　印

電話番号

所属・役職
氏名

電話番号
ＦＡＸ

＊職場訓練開始の２週間前には、提出してください。

ひとり親就労チャレンジ事業職場訓練実施計画書

　標記のことについて、次のとおり提出します。

受入企業番号：

職場訓練
実施企業

名　　称

所在地

〒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話

担当者
－　　　－
－　　　－

職場訓練対象者

ﾌﾘｶﾞﾅ

生年月日
年　　齢

昭和・平成　　年　　月
　　　日生（　　　歳）氏　名

対象者署名欄

　上記の内容及び別途交付された雇用契約書等により職場訓練を行うことについて、相違ないことを確
認し、同意しました。

（対象者本人自署）

備考

職場訓練実施内容

雇用期間
令和　　　年　　　月　　　日 ～ 令和　　　年　　　月　　　日

所定労働時間
　　　：　　　から　　　：　　　まで

（　　　　　　　　）当たりの所定労働時間　　　　時間

訓練終了後、継続雇用
するための要件

イ　短時間勤務制度（所定労働時間を１時間以上短縮）
ロ　育児のためのテレワーク
ハ　始業終業時刻の変更（フレックスタイム制、時差出勤制度等）
ニ　子の養育のための有給休暇（子の養育を容易にするための休暇制度等）
ホ　メンター制度等、対話や助言を行う交流の場の導入
へ　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

ひとり親の生活状況等
を踏まえた雇用形態等
(該当するものに○）



第5号様式(第12条関係)

殿

所在地

ひとり親就労チャレンジ事業
　　　　　　 

１社目 ２社目 ３社目

1 受入企業等の名称

2 受入企業等の所在地

3 訓練内容

訓練期間（合計）

訓練期間（企業毎） 令和     年     月     日
～ 令和     年     月     日

令和     年     月     日
～ 令和     年     月     日

令和     年     月     日
～ 令和     年     月     日

5 訓練期間の給与等

※

※ 訓練生の希望による短期間、短時間の訓練への変更は認められません。

※ 予算の範囲内で訓練期間、受講日数等を調整することがあります。

以上

令和　　年　　月　　日

4

 訓練生と訓練受入企業との雇用契約に基づき支給されます。

　原則として、訓練中に訓練内容等についてのトラブルや事故が発生した場合は、事業主と訓練生の
間で協議して解決するものとします。（労働災害については、労働安全衛生法等の関係法令によるこ
と）

ひとり親就労チャレンジ事業　実施決定通知書

記

　令和  　　年　　  月　　  日付けで申込のありましたみだしのことについて、下記のとおり決定しまし
たので、ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱第12条第２項の規定に基づき通知します。

　令和     年     月     日 ～ 令和     年     月     日



第6号様式(第14条関係)

令和　　年　　月　　日

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

企業等所在地

名　　　称 印

事業主氏名

委託契約締結年月日

変更(解除)に係る
訓練生名

変更(解除)事項

変更(解除)する理由

ひとり親就労チャレンジ事業委託契約変更(解除)協議書

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱第14条第１項の規定に基づき、職場訓練の変更(解除)に
ついて次のとおり協議します。



第7号様式(第14条関係)

令和　　年　　月　　日

殿

ひとり親就労チャレンジ事業

変更(解除)する
年月日

変更(解除)に係る
事項

ひとり親就労チャレンジ事業委託契約変更(解除)協議通知書

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱第14条第２項の規定に基づき、令和　　　年　　　月
日に締結した　　　　　　　　　　　　に係る委託契約は、貴社からの変更(解除)の協議に同意し
たため、次のとおり変更(解除)したので、通知します。



第8号様式(第15条関係)

令和　　年　　月　　日

殿

変更(解除)する
年月日

変更(解除)に係る
事項

変更(解除)に係る
理由

ひとり親就労チャレンジ事業　

ひとり親就労チャレンジ事業委託契約変更(解除)通知書　

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱第15条第２項の規定に基づき、令和　　　年　　　月
日に締結した　　　　　　　　　　　に係る委託契約を次のとおり変更(解除)したので、通知しま
す。



第9号様式(第15条関係)

令和　　年　　月　　日

殿

変更(解除)する
年月日

変更(解除)に係る
事項

変更(解除)に係る
理由

ひとり親就労チャレンジ事業

令和　　　　年　　　　月　　　　日

　令和　　　年　　　月　　　日付けで決定した職場訓練について、次のとおり変更(解
除）したので、ひとり親就労チャレンジ事業実施要綱第15条第3項の規定に基づき、通知し
ます。

ひとり親就労チャレンジ事業実施変更(解除)通知書



第10号様式（第17条関係）

ひとり親就労チャレンジ事業

以上

令和　　年　　月　　日

令和　　年　　月　　日～令和　　年　　月　　日

参加者氏名

参加予定期間

参加事業名

記

参　加　証　明　書

　下記の者が令和　　年　　月　　日現在、ひとり親就労チャレンジ事業に参加してい
ることを証明します。

　　ひとり親就労チャレンジ事業



第11号様式(第18条関係)

ひとり親就労チャレンジ事業　訓練生受入企業等名簿

受入企業番号 委託契約日 企業名 住所 TEL FAX 事業主名 担当者名 男性従業員数 女性従業員数 従業員数合計 対象者名 訓練開始年月日 訓練終了年月日 支給額 備考

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50



第12号様式(第18条関係)

ひとり親就労チャレンジ事業　訓練生名簿

訓練生番号 申込日 決定日 氏名 住所 性別 生年月日 TEL 携帯電話 受入企業

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

50



第13号様式(第19条関係)

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

訓練生番号　：

氏　名　：

出勤時間 退勤時間

1 ／

2 ／

3 ／

4 ／

5 ／

6 ／

7 ／

8 ／

9 ／

10 ／

11 ／

12 ／

13 ／

14 ／

15 ／

16 ／

17 ／

18 ／

19 ／

20 ／

21 ／

出勤日数 企業等名称 責任者名 印

　　日

うち企業訓
練日数

　　日

訓練日誌

日
付

合計

 令和　年　月　日

企業 所感

訓練時間
確認印

勤　務　実　績

業務内容

日付



第14号様式(第20条関係)

令和　　年　　月　　日

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

所　在　地

企業等名

事業主氏名 印

1 訓練生番号

2 訓練生の氏名

①事故発生日時

②事故発生場所

③事故の状況

④事故後の措置

以上

ひとり親就労チャレンジ事業　事故報告書

　職場訓練中の訓練生に下記のとおり事故等がありましたので、ひとり親就労チャレンジ事
業実施要綱第20条第2項の規定に基づき、下記のとおり報告します。

3

記

令和　　　年　　　月　　　日 　　　　　　　時  　分頃

事故発生時の状況



【職場訓練】

第15号様式(第22条関係)

令和　　年　　月　　日

事務局　ひとり親就労チャレンジ事業　宛

企業所在地

企業名

事業主氏名 印

　　　　　　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　円也

契約締結年月日

対象者番号

対象者名

職種

対象者受入期間

訓練日×日額

委託料小計（ａ）

消費税額（ｂ）
(a)×10％

委託料総額（ｃ）
（ａ）+（ｂ）

訓練修了状況

雇用契約
締結年月日

　備考
（継続雇用とならな
かった理由等）

※1　対象者1名ごとに記入すること。

※2　訓練日誌を参照願います。注:提出期限は、訓練最終日から10日以内とします。

ひとり親就労チャレンジ事業実績報告書及び委託料請求書

 みだしのことについて、要綱第22条第１項に基づき、下記のとおり請求します。

記

令和　　　年　　　月　　　日

令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

委託料算定

訓練日○日×日額10,000円＝○○,○○○円

○○,○○○円

○,○○○円

○○,○○○円

訓練後の雇用契約 ①正規雇用　②有期・ﾌﾙﾀｲﾑ(更新有)
③週30時間以上のﾊﾟｰﾄﾀｲﾑで月の所定労働日数が正規職員の
3/4以上(更新有)
④その他（　　　　　　　　　　　　　　）

令和  　 年   　 月     日


